
宮崎県ソフトテニス連盟規約 
 
   （名 称） 

第 １ 条 本連盟は、宮崎県ソフトテニス連盟（以下「連盟」という）と称する。 
   （事務所） 
  第 ２ 条 連盟の事務所は、次のところに置く。 
     〒８８０－０８１７ 宮崎市江平東町１０－２ メゾン栄幸３０２号 
   （目 的） 
  第 ３ 条 連盟は、県内におけるソフトテニスの普及発展を図り、心身共に健全なスポ－ツマンの 
      育成にあたるとともに、スポ－ツを通じて県民の福祉向上に寄与することを目的とする。 
   （事 業） 
  第 ４ 条 連盟は，前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
     ⒈ ソフトテニスの普及奨励並びに指導 
     ⒉ ソフトテニス大会の開催 
     ⒊ 講習会等の開催と指導者の育成 
     ⒋ ソフトテニスに関する調査研究 
     ⒌ 国及び他都道府県のソフトテニス連盟との連携 
     ⒍ 他の競技団体との連絡協調 
     ⒎ その他、連盟の目的達成に必要な事業 
   （組 織） 
  第 ５ 条 連盟は、次の構成により組織する。 
     ⑴ 県内市郡支部（以下「支部」という） 
     ⑵ 県高体連ソフトテニス部（以下「高校の部」という） 
     ⑶ 県中体連ソフトテニス部（以下「中学の部」という） 
     ⑷ 県小学生ソフトテニス部（以下「小学の部」という） 
     ⑸ 県レディ－スソフトテニス連盟（以下「レディ－スの部」という） 
     ⑹ 県超壮年ソフトテニス同好会（以下「超壮年の部」という） 
     ⑺ 県学生ソフトテニス連盟（以下「学連の部」という） 
     ⑻ 個人会員 
   （会 員） 
  第 ６ 条 第５条の構成組織及び所属する会員は、別に定める会費及び登録料を負担することで、連盟の会員 
      としての資格を有する。 
   （役 員） 
  第 ７ 条 連盟に次の役員を置く。 
     ⑴ 会長 １名 ⑵ 副会長 若干名 ⑶ 理事長 １名 ⑷ 副理事長（事務局長を含む） 若干名 
     ⑸ 理事 若干名 ⑹ 監事 若干名 ⑺ 顧問 若干名 
   （役員の選任） 
  第 ８ 条 前条の役員は、総会の議決により選出する。但し、第５条の⑴から⑺までの選出理事は、変更にな

る場合がある。 
    ⒉ ⑴ 会長、副会長、理事長、副理事長は、第２１条の選考委員会で協議し、常任理事会、理事会を経て

総会に提案する。 
     ⑵ 理事は、第５条の⑴から⑺までの支部及び６団体より各１名とするが、第１１条の評議員を兼務す

ることはできない。なお、支部のなかで選出できない場合は、総会までに報告しなければならない。 
       このほか、会長推薦による理事は、選考委員会で協議し、常任理事会、理事会を経て総会に提案す

る。 
⑶ 監事及び顧問は、総会の議決により、会長が委嘱する。 

   （役員の職務）                      
  第 ９ 条 役員の任務は，次のとおりとする。 
    ⒈  会長は、連盟を代表し、会務を統括する。 
    ⒉  副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるときは、その職務を代行する。 
    ⒊  理事長は、連盟の会務を処理する。 
    ⒋  副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故のあるときは、その職務を代行する。 
    ⒌  事務局長は、事務及び会計を総括する。 
    ⒍  理事は、各専門部を分担し、必要な業務を処理する。 
    ⒎  監事は、会計の内容を監査し、その結果を総会に報告する。 
    ⒏  顧問は、連盟について、必要に応じて意見を述べることができる。 
   （役員の任期） 
  第１０条 役員の任期は、２年を１期とする。但し、再任を妨げない。なお、長期役員については、２期４年

を目途に選考委員会及び常任理事会で協議する。 
   （評議員） 
  第１１条 評議員は、次のとおりとする。 
    ⒈  支部選出の評議員は、第５条（１）の９市４郡より各１名とする。 
    ⒉  加盟団体選出の評議員は、第５条⑵から(7)までの６団体から各１名とする。 

⒊   支部選出及び加盟団体選出の評議員は、選出後すみやかに報告しなければならない。なお、評議員 
      は第７条の役員を兼任することはできない。 
        （総 会） 
  第１２条 総会は、連盟の最高の意思決定機関であり、次の事項を審議し決定する。 
    ⒈  規約の改正に関すること。 
    ⒉  事業報告及び決算報告の承認に関すること。 
    ⒊  運営方針、事業計画及び収支予算の審議と決定に関すること。 
    ⒋  第７条の役員の選任に関すること。 
     ⒌  その他、総会の決定が必要と認められる事項に関すること。 
   （総会の構成） 
  第１３条 総会は、第７条の役員及び第１１条の評議員で構成し、年１回、会長が招集する。 
      但し、会長が必要と認めたとき及び第１６条の理事会で総会の開催を決定したときは、臨時に 

招集することができる。 
   （総会の議事と採決） 
  第１４条 総会は、第１３条の構成員の３分の２以上の出席で成立するものとし、議事の採決権は構成 
      員のうち会長、副会長、理事長を除くものとする。 



 
  第１５条 総会の議長は、前条の議決権を有する役員の中から１名を選出するものとし、総会の議事は、 
      前条による採決権を有する出席者の過半数で決定する。 
   （理事会） 
  第１６条 理事会は、顧問及び監事を除く第７条の役員で構成し、年２回会長が招集する。 
      但し、会長が必要と認めたときは、臨時に招集することができる。 
      また、理事の過半数が理事会の開催を要求したときは、会長は招集しなければならない。 
  第１７条 理事会の議長は出席者の中から選任し、議事は出席者の過半数で決定する 
  第１８条 理事会は、総会で決定した運営方針、事業計画及び予算等の執行を円滑に行うため、必要な 
      業務の調整と方針等を決定し、また、総会に付議すべき事項を決定する。           
   （常任理事会） 
  第１９条 常任理事会の議長は出席者の中から選任し、議事は出席者の過半数で決定する。 

常任理事会は、第７条の役員のうち、会長、副会長、理事長、副理事長及び第２３条の⑴から⑻ 
      までの専門部の部長により構成する。 
      なお、必要と認めるときは、関係理事の出席を求めることができる。 
  第２０条 常任理事会は、第１２条の総会の決定事項及び第１８条の理事会で決められた方針に基づき、 
      業務の具体的な方針の調整と、執行方法等を協議し決定するものとする。 
   （選考委員会） 
  第２１条 第７条の役員のうち、会長、副会長、理事長、副理事長（事務局長を含む）及び会長推薦による 

理事の選任に当たっては選考委員会で協議する。   
    ⒉  選考委員会は、副会長、理事長、副理事長及び第２３条の⑴から⑺までの専門部の部長で構成する。 
    ⒊  選考委員会で原案を作成し、常任理事会、理事会を経て総会に提案する。 
   （事務局） 
  第２２条 事務局は、第２３条の専門部と連携して事務及び会計の処理にあたる。 
    ⒉  事務局の詳細な業務については、別に明記する。  
   （専門部）  
  第２３条 連盟の日常的な運営を効率的に執行するため、業務の区分に応じて次の専門部を置く。 
      ⑴  総 務 部        ⑵  競 技 部  
      ⑶  審 判 部        ⑷  等 級 部 
      ⑸  強 化 部        ⑹   普及指導部     
      ⑺  団体対策部  
    ⒉  各専門部の詳細な業務については、別に明記する。         
   （経 費） 
  第２４条 連盟の経費は、総会で決定された事業計画と予算に基づいて執行する。 
    ⒉  経費は、第２５条に規定した収入によって充てる。 
   （収 入） 
  第２５条 連盟の収入は、次のとおりとする。 
      ⑴  会費及び登録料 
       ⑵  参加料 
       ⑶  補助金及び寄付金 
       ⑷  その他の収入 
    ⒉  ⑴会費及び登録料、⑵参加料については別に定める。 
   （会計年度） 
  第２６条 連盟の会計年度は、毎年１月１日より１２月３１日までとする。但し、金融機関については 
      考慮する。 
                       
     附 則  
  １．この規約は、昭和４６年 ４月 １日より施行する。 
  ２．この規約は、平成 ４年 ４月 １日より改訂施行する。 
  ３．この規約は、平成 ７年 ３月 ３日より改訂施行する。 
  ４．この規約は、平成 ８年 ３月 ２日より改訂施行する。 
  ５．この規約は、平成１０年 ２月２１日より改訂施行する。 
  ６．この規約は、平成１２年 ３月 ４日より改訂施行する。 
  ７．この規約は、平成１３年 ２月２４日より改訂施行する。 
  ８．この規約は、平成１５年 ２月２２日より改訂施行する。 
  ９．この規約は、平成２７年 ２月２１日より改訂施行する。 
   １０．この規約は、平成２９年 ２月１８日より改訂施行する。 
   １１．この規約は、令和 ２年 ２月１６日より改訂施行する。 
   １２．この規約は、令和 ４年 ２月１９日より改訂施行する。 
   １３．この規約は、令和 ６年 ２月１７日より改訂施行する。                                            


